
-平成27年度事務事業実績評価表 政策№ 3 施策№ 37 事業№ 11 51

事務事業名 認定こども園（旧：私立幼稚園）補助事業
会計 一般会計 実施区分

事業種別 政策 開始 2 終了
H28担当課等名 子育て支援課 H28係等名 保育係 H27係等名 保育係

基本計画上
の位置づけ

政策 3 健やかに安心して暮らせるまちづくり

施策 37 子どもを産み育てやすい環境の充実

目
的

対象（誰・何を） 私立認定子ども園

対
象
指
標

指標名及び単位 27年度数値

私立認定こども園数 5
意図（どういう状態
にするか）

・運営に係る経費の負担を軽減する
・保育教諭の処遇改善を図る

向上させたい上位施
策の成果指標

幼児教育の振興

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

成果
指標

運営に係る経費負担が軽減される認定子ども園数／私
立認定子ども園数（％）

100 100 100 100

定性
目標

事
業
概
要

○私立認定こども園の運営の健全化と幼児教育・保育の振興を図ることを目的とした補助金交付事業
・私立認定こども園教育振興費補助金：飯田市私立認定こども園連合会が定める基準により、連合会に一括交付し、各認定こども園へ
配分される。
・私立認定子ども園年休等代替教諭雇用事業補助金
①障害児受入分：障害児受入のため職員雇用した場合に必要な人件費に対する補助 。（対象園児1人につき40万円が上限）
②一時預かり（教育標準時間認定）分：教育標準時間以外の保育（旧預かり保育）のための必要な人件費に対する補助（1人1ヶ月4,000
園が上限）

事業内容 名称 活動指標

27
年
度
事
業
内
容

１　認定こども園教育振興費の補助
２　預かり保育を行うために職員を雇用したときに必要な人件費の補助
　　（担当職員1人１ヶ月につき4,000円が上限）
３　障害児の受入に職員を雇用したときに必要な人件費の補助
　　（対象園児１人につき40万円が上限）

１　振興補助金
２　代替雇用補助金
３　代替雇用補助金

１　　　　　　11,517千円
２　　　  　　　　　　　0円
３　　　  　　　　　　　0円

事業コスト 26年度決算額 27年度予算額 27年度決算額 28年度予算額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 12,664 15,063 11,517 12,797

国庫支出金

県支出金

起債

その他

一般財源 12,664 15,063 11,517 12,797

人件費計（千円）② 715 858

正規職員所要時間 200 240

臨時職員所要時間

総事業費①+② 13,379 15,063 12,375 12,797

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

私立幼稚園教育振興費は認定こども園５園に対して、当初の趣旨に沿った補助金交付を行うことができ、各園の運営負担の
軽減ができた。その他の２事業（預かり保育・障害児受入）に係る人件費については事業実績がなかった。

改革改善
の考え方

①問題
点

平成27年度の子ども・子育て支援新制度施行に伴い、本補助金のあり方について検証する必要がある。

②改革
提案

新制度１年目の各園の経営状況を把握し、本補助事業の今後の方向性を検討する。


